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1．はじめに 

 

世界的な景気後退が懸念されている中，2010 年の羽田

空港第4滑走路が供用開始される．規制緩和が一段落して，

停滞気味の国内航空旅客市場においては，この羽田拡張を

新たな契機として，機材のダウンサイズに伴う輸送頻度の

向上や低費用航空会社（Low Cost Carrier/LCC）の新規参

入など，欧米に比肩する競争市場になることが期待されて

いる． 

しかし，こういった「政策実施の効果計測」には「精度

の高い需要予測手法」の確立が必須であり，またそれを実

行可能とするデータの存在が不可欠である． 

後述するが，わが国の国内航空旅客輸送市場を分析する

上で，必要とするデータ（公開されたものに限る）は他の

アジア諸国と比べれば充実しているものの，欧米，特に航

空に関しては米国が提供しているデータの詳細さには比

べるべくもない．このため，いわゆる従来型の「需要予測」

からさらに進化・多様化した旅客ならびに航空会社の行動

分析をわが国に関して行うことは極めて難しいのが現状

である． 

本稿では，欧米，特に米国で提供されているデータとわが

国で提供されているデータとを比較するとともに，分析の

多様性に関する比較も行い，わが国の航空旅客輸送に関す

る分析の課題について整理する． 

 

2.航空旅客輸送市場関連データ：日米比較 

 

旅客の経路選択行動を分析にする場合，日本と米国とで

どのような項目が提供され，またそのデータの詳細さにつ 
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いて簡単に比較してみよう．簡単のため，特に断りのない

限り航空会社間の競争は「旅客数」を出力，「運賃」を入

力とする競争モデルを表し，「旅客行動に関する分析」を

論じる場合は経路選択行動をあらわすものとし，Logit な

いしはNested Logitモデルが用いられるものとして議論を

進める． 

 

(1) 日本の場合 

日本国内の航空旅客輸送は，ジェットであれば通常は輸

送可能距離が400km以上の中・長距離輸送市場である（離

島は除く）．このため，青森～福岡間の中長距離輸送市場

にあたる区間では，主として鉄道（多くは新幹線利用）が

対抗交通モードとして規定されることが多い． 

 

(a) 全国幹線旅客純流動調査 

平成 17 年度（以下『純流動調査』と略記）では，代表

交通機関別流動量が秋期 1 日ならびに年間量として記載

されている．また，都道府県レベルの集計だけではなく，

生活圏レベルでの集計も行われていることが特徴である． 

議論をわかりやすくするために，以下代数を導入して論

を進める． 

純流動調査では，発ゾーン r，着ゾーン s間のOD 旅客

数Xrs，交通モード j別OD旅客数
rs
jX を把握することがで

きる．ただし，ここでは経路（kと表す）選択を示すリン

ク（リンクを lと表す）流動数（航空では空港間のダイレ

クト輸送による流動数 lx ）に関しては，記載されていな

い．このため，経路流動量に関する分析を行うためには，

別のデータを用いる必要がある． 

 

(b) 国内航空旅客動態調査 

国内航空旅客動態調査は，2年ごとに行われる航空旅客

の路線選択行動を分析するための基礎資料である．最新の

ものは平成 19 年度調査分であり，国土交通省航空局等を



通じて入手できる． 

項目は非常に多岐にわたる．ただし，調査された個人が

特定できるような情報は削除されている．データ化されて

いる主なものとしては，①発ゾーン（2次生活圏レベル），

②着ゾーン（2次生活圏レベル），③旅行目的，④空港ま

でのアクセス手段，⑤発空港，⑥着空港，⑦経由の有無，

である．こういった項目が約 15,000 サンプル収集されて

いる．各ODペアに対して設定されている拡大率を使用す

れば，航空利用（モードを air と表示すると設定）の OD

旅客数
rs
airX を求めることもできる． 

ただし，当該資料では「選択した空港」は把握できるも

のの，「選択された航空会社・便名」は不明である．この

ため，rsOD ペアで空港 h1（h2）を発（着）空港として選

択する確率 1
rs

hP （ 2
rs

hP ）を非集計モデルとして推計する

ことは可能であるが，選択されたリンク（あるいはフライ

ト：航空会社に帰属する）に関する情報は欠落している．

ゆえに，複数空港が存在する地域で空港選択のみを分析す

る場合は，当該調査を利用することで分析が可能である．

しかし，これ以上に複雑な分析をここで行うことは難しい．

例えば，空港選択の要素に運行回数（または輸送頻度）f

を設定するとすれば，空港h1h2間の総輸送頻度のみが評価

されることにとどまり，航空会社別の選択分析は不可能で

ある．また，利用者が支払った航空料金は平成 19 年度調

査分からは，正規料金の他に割引率別の利用者人数も路線

ごとに示されており，集計レベルで分析を行う上では大き

な改善がなされていると言えよう．  

 

(c) 航空統計年報 

航空旅客動態調査がサンプリングベースの OD 情報で

あるのと対照的に，航空統計年報では，空港間の貨客流動

xlを航空会社別，月別フローという形で整理している．さ

らに空港間の運行回数 fl，総座席数vlといったリンクに関

する詳細な情報を集計値の形で提供している．このため，

航空旅客動態調査と組み合わせることで，旅客のルート選

択行動を（集計的アプローチにとどまるものの）推定する

ことができる．ただし，投入機材に関する情報は提供され

ておらず，またクラス別の旅客流動に関する情報も掲載さ

れてはいない． 

 

(2) 米国の場合 

米国では，交通省（DOT）が主導して毎四半期毎にOD

情報を，毎月主要輸送市場（T-100という）ごとの輸送実

績情報を公開している．ただし，公開手段もいくつかあり，

無償で公開されているものから，ある程度情報が整理され

たものが有償で配布されるものまである．ここでは，わが

国のデータベースと比較可能なデータに限定して述べる． 

 

(a) DB1B（航空会社別OD輸送調査） 

Airline Origin and Destination Survey（データベース名称で

はData Bank 1 B：通称DB1B）は，日本の国内航空旅客動

態調査に該当するものであるが，その内容はいくつかの点

で異なっている． 

まず，国内航空旅客動態調査が2年に1回，夏期秋期の

限られた期間内のサンプリングデータであることとは違

い，DB1Bのデータ収集は米国国内市場で輸送サービスを

提供している国内航空会社から提出される輸送実績デー

タに基づいている．DB1Bで公開されているOD情報は航

空会社で販売されるチケット情報をもとにし，各市場の総

数から 10%ランダム抽出したサンプルの情報を集計した

ものである．ゆえに，各期のOD交通量（Xrs）を高い精度

で再現することが可能である．公開された情報そのものは

集計された形式ではあるが，同じ移動パターンでも支払運

賃ごとに細かく分類されている（rsOD 市場で航空会社 n

が提示するクラスmの運賃を ,
rs
n mq として表現可能）ため，

準非集計データとしても利用可能である．Yield 

Management が極めて発達した米国国内航空旅客輸送では，

航空運賃が日々大きく変化し，かつフライト毎に細かく異

なっている．ゆえに実勢価格に近い情報を得られることは，

旅客行動を詳細に分析するためには大きなメリットを与

えるものである．さらに，団体割引（Bulk fare）の有無も

表示されている．  

なお，航空会社毎の旅客流動数が容易に把握されるもの

の，経由旅客が採った具体的な経路は提示されない．ダイ

レクト輸送（rsOD 市場で航空会社 n がダイレクト輸送で

行うサービスを利用する旅客数： ,
rs
n dx ）か経由便利用

（rsOD 市場で航空会社 n がいずれかの空港で経由便利用

で輸送を行うサービスを利用する旅客数（集計値）：

,
rs
n conx ）か，が区別されるのみである． 

DB1Bは整理されていない形で提供され，またデータ量

も膨大である．このため，より使いやすい形式で有償提供



されているものが，O&D PLUS（発行：Data Base Inc.）と

いうデータベースである．これは DB1B をベースに整理

されたデータベースであるが，検索システムを完備してい

るため，①都市間交通から州間交通までいくつかのレベル

にOD交通を集計し直す，②直行旅客と経由旅客を別々に

整理する，③inbound/outbound 別の旅客集計，④yield, 航

空会社別マーケットシェアなど詳細な情報の整理，といっ

たことがらが容易に実現できる． 

 

(b) T-100 

T-100は米国の主要輸送市場の輸送実績を毎月公開して

いるデータベースである．これは空港間の輸送実績を示す

もので，わが国の航空輸送統計に相当するものである1．

空港間の運行回数 flや，有償旅客輸送実績xl，提供総座席

数 vl などが航空会社別，月別で整理されている．さらに

T-100では集計を機材別に整理することも可能となってい

る．また scheduled flight/non-scheduled flightも分けて集計さ

れているため，こういった項目に着目して整理することも

可能である．また，データの更新頻度が速く，遅くとも半

年後には最新のフローデータを入手することができる． 

なお，このデータベースも利用しやすい有償データが

Onboard（発行：Data Base Inc.）という名称で提供されて

いる． 

 

(c) Official Airline Guide/OAG 

OAG は世界中の航空輸送のタイムテーブル（時刻表）

を扱う企業であるが，同時にフライトに関する詳細なデー

タを供給することでも知られている．OAG Flight Guideで

は世界中のゾーン別フライト情報を 1 ヶ月毎に更新する

とともに，それらに関する電子データを有償で供給してい

る．輸送頻度や使用機材に関する詳細も記録されている． 

この他にも，例えばカリフォルニア州の Metropolitan 

Transport Committee/MTC など各自治体による調査データ

（聞き取り調査を含む）が公開されている． 

 

 

3.旅客輸送市場分析：日米比較から見える課題 

 

(1)  分析様式：日米市場分析の比較 

                                                      
1 ただし，独占市場となっているものは除かれている． 

まず，航空会社同士の競争について検討する．米国（一

部欧州も可能）では，航空会社間の競争を評価するために

様々な形式の分析モデルが検討・提案されてきた．代表的

なものに，conduct係数を導入したBrander and Zhangの一

連の研究 1)2)ある．ここではDB1B ならびに T-100 のデー

タを用いて各 OD 市場での航空会社間の競争を輸送力競

争，運賃競争，カルテルに分けて分析可能であることを示

した．同様のアプローチにDresner and Windle3)や村上 4)に

よるLCC の参入による市場への影響評価を行った研究が

挙げられる．いずれの分析でも，航空会社nがOD旅客に

提示する代表的OD運賃
rs

nP が入力として利用され，OD

間輸送旅客数
rs
nx が出力とされている．これらの研究では，

各社で提示される代表的運賃
rs

nP が航空会社別に把握さ

れることが必須である．また，OD旅客が航空会社別に把

握される DB1B 形式であるため，分析可能という側面が

ある． 

一方，日本国内市場を対象とした分析では航空会社間

の競争を明示的に示した分析手法は，一部の例外を除いて，

ほとんど提案されていない．特に幅運賃制移行後には運賃

変動も大きいため，航空会社にとって輸送戦略上有効な手

段となっていることが考えられるものの，運賃そのものを

説明変数とした競争モデルは非常に少なく，計量経済モデ

ルでは筆者の知る限りほとんど提案されていない．これに

は前章で述べたデータを公開する上での制約の影響が大

きいことに加えて，潜在的な競争相手としての高速鉄道の

存在があることも大きいと考えられる．鉄道利用データは

航空輸送以上に，公開されるデータの項目が少なく，幹線

旅客純流動以上のレベルで詳細なデータを収集すること

は極めて難しい．かつ，高速鉄道の場合は結合生産の要素

が強いため，各OD市場に分割して競争を分析することが

不可能であると考えられる． 

旅客の行動分析に関しては，旅客の航空会社選択を扱

う研究，複数空港が存在するエリアでの空港選択を扱う研

究，両者を同時に分析する研究が存在する．空港選択を分

析するものはWindle and Dresner 5)が，また航空会社選択で

はFuruichi and Koppelman6)，Proussaloglou and Koppelman7)

などがMNLによるモデリングを提案している．また同時

選択モデルでは最近 10 年間で盛んに研究されており，代

表的なものではPels et al. 8)9)の一連の研究や，Suzuki10)の研

究が挙げられる．PelsはNLを中心としたモデリングであ



り，またSuzukiは2段階のMNLを提案している． 

これらの研究では非集計モデルによる分析が主である

ため，独自のヒアリングやあるいはMTC Surveyなど自治

体や空港管理者による独自調査の公開分を用いてモデル

の同定を行い，フローの再現精度をDB1BやOAGデータ

で評価するということが行われている． 

わが国の場合は，航空旅客の経路選択行動を直接評価す

ることがデータ上難しいため，公開されたデータから推定

する実施例は少ない．データの制約上，空港選択を取り上

げた例が多く見られる（リストはスペース制約上略す）． 

 
(2) 課題 

以上の比較から，わが国の国内航空旅客輸送市場分析を

行う上での，データベースに関する課題を述べる． 

まず，基本的な事項として，経路選択モデルを何らかの

形で構成するアプローチをとる場合，キャリア選択情報の

欠如という問題が挙げられよう．米国の DB1B や OAG 

World Wide で示されるような利用航空会社情報が取得で

きなければ，肝心の航空会社選択の再現性が低下するとい

う問題が残る．また，米国に倣い，独自にサンプリングし

た経路選択情報から，非集計モデルを構築し，その再現性

の確認のために，動態調査や幹線旅客純流動調査の結果を

利用するという方法もあるが，この場合も，経路レベルで

の再現性の確認は行うことはできない（米国では少なくと

も，直行旅客に関しては経路の再現性を確認できる）．こ

れは，例えば新規参入航空会社の旅客の経路選択行動に与

える影響を，経路レベルで評価する場合，大きな障害とな

ることは明らかである． 

次に，今後都市間交通で重要となると考えられる「時間

帯別交通」に関する情報が日米いずれのデータベースでも

欠落しているという問題がある．空港における時間帯別発

着数や時間帯別旅客数（集計値）そのものは，各空港レベ

ルで採取され，（使用目的が限定される可能性は高いもの

の）利用可能な情報となっている．しかし，具体的な方面

別情報となると，利用することがきわめて難しい．米国で

もこういった詳細情報に関する公開は行われていない．例

外としてyield managementに関わる調査研究グループは米

国OR学会（INFORMS）内に設置されているAGIFORCE

に属していることが多く，AGIFORCE 内で共有されてい

る情報で調査分析を行っている． 

また，幹線旅客純流動調査，航空旅客動態調査いずれに

も該当するものとして，データの更新頻度が米国と比較す

ると格段に低いことが挙げられる．航空輸送，とりわけ国

内輸送に関しては，景気の影響や各種関連施策の実施によ

り，短期間で大きく変化する可能性が高い．しかし，わが

国のように最も短くても 2 年間のインターバルが置かれ

てしまっては，市場の変化には常に追随的となり，適切な

時期に政策を提案することが難しくなることが懸念され

る．  
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